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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 4,879 △17.2 △646 ― △1,314 ― △3,315 ―
24年3月期 5,890 14.2 △254 ― △787 ― △1,443 ―

（注）包括利益 25年3月期 △3,309百万円 （―％） 24年3月期 △1,438百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △31.55 ― △231.1 △9.6 △13.2
24年3月期 △16.92 ― △41.2 △4.3 △4.3

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 9,468 65 0.5 0.41
24年3月期 17,984 2,827 15.7 32.67

（参考） 自己資本   25年3月期  43百万円 24年3月期  2,826百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 △704 2,238 △1,924 127
24年3月期 100 80 △74 517

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,030 6.8 80 ― △80 ― △80 ― △0.76
通期 6,120 25.4 230 ― 90 ― 85 ― 0.81



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 105,728,413 株 24年3月期 86,505,413 株
② 期末自己株式数 25年3月期 15,250 株 24年3月期 14,751 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 105,081,378 株 24年3月期 85,299,224 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により予想数値と大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、添付書類２ページ「（１）経営成績に関する分析」をご
覧ください。 
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当連結会計年度におけるわが国経済は、政権交代後の様々な施策に対する国内外の期待感から株高、円安が進行

し、年度終盤には景気浮揚感が久しぶりの高まりを見せました。 

しかしこの効果は当連結会計年度の全体に及ぶものではなく、基本的には、欧州債務問題に起因する円高と個人

消費の停滞により、厳しい展開を余儀なくされました。当社グループの手がけるホテル運営事業においては、国内

生産と消費マインドの低下が、国内のビジネス及び観光需要の、また、円高と領土摩擦が外国人訪日需要の、いず

れも減少要因となっておりましたが、円安の進行が、中国を除く外国人訪日需要と、国内メーカーを中心とするビ

ジネス需要との回復を促し、第４四半期は顕著な復調が見られました。 

不動産業においては、年度当初より安全志向の海外資金の流入や、ＲＥＩＴの資産の組み替えを背景に市場が活

発化していたところに、円安と資産インフレへの期待感の急激な高まりが、取扱い物件の不足を招き、第４四半期

は一時的な市場の停滞を来たしました。 

このような経済状況のもとで当社グループは、復興事業者向けの中長期滞在型宿泊施設『バリュー・ザ・ホテ

ル』事業の展開を核としつつ、資産保有型で不動産販売の依存度の高い経営から、ホテルマネジメントを柱とする

フィービジネスへの、事業モデルの転換を積極的に推進いたしました。 

『バリュー・ザ・ホテル』事業については順調な拡大が図れました。平成24年９月に宮城県名取市において、平

成25年２月には福島県双葉郡広野町と宮城県石巻市において、合計３物件671室が開業いたしました。この結果ホテ

ル事業は、既存のベストウェスタンブランドを柱とする都市型ビジネスホテルと合わせまして、合計12物件2,145室

となりました。また、ホテル本部機能や管理システム及び仕入れ等の統一化により、合理化が進みました。 

不動産事業は、保有物件の賃貸売上は堅調に推移しましたものの、販売事業は成約件数が１件に留まり、しかも

原価高による損失計上となる不甲斐ない結果に終わりました。また、土地オーナー向けコンサルタントや不動産フ

ァンド向け仲介事業も大きな売上を計画いたしましたが、未達に終わりました。 

これら不動産事業の損失が主な要因となり、営業利益は当初計画を下回り損失計上となりました。また、不動産

取引に係る貸倒引当金繰入による計画外の営業外費用が生じたことにより、経常利益は当初計画を下回ることとな

りました。 

このような事業展開に並行して、当社グループの当面の対処すべき課題である有利子負債の圧縮のために、保有

不動産の売却も積極的に進めました。リーマン・ショック以前に借入れた金融機関からの債務は、当社経営を様々

な側面において圧迫しておりましたが、当連結会計年度において5,685百万円を圧縮いたしました。ただこの売却の

多くが簿価を下回り特別損失が生じたことにより、当期純損失は当初計画からさらに拡大することになりました。 

この結果、当連結会計年度の当社グループの経営成績は、次のとおりとなりました。 

売上高4,879百万円（前連結会計年度比17.2％減）、営業損失646百万円、経常損失1,314百万円、当期純損失

3,315百万円であります。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 不動産事業 

当セグメントの業績は、売上高1,570百万円、営業利益４百万円となりました。 

 セグメント間の取引を消去した外部顧客との取引結果は、売上高1,227百万円（前連結会計年度比4.6％増）、営

業損失339百万円となりました。 

 売上高の内訳は、賃貸売上が790百万円、震災復興事業関連の企画立案や用地選定業務等による業務委託売上438

百万円であります。 

② ホテル事業 

当セグメントの業績は、売上高3,637百万円、営業損失179百万円となりました。 

 セグメント間の取引を消去した外部顧客との取引結果は、売上高3,637百万円（前連結会計年度比22.8％減）、営

業利益155百万円となりました。 

 売上高の内訳は、ホテルマネジメント売上が3,500百万円、震災復興事業関連のホテル開業業務委託売上等が137

百万円、フランチャイズ売上が１百万円であります。 

③ その他の事業 

当セグメントの業績は、売上高15百万円（前連結会計年度比147.6％増）、営業損失23百万円となりました。 

 その他の事業の内訳は、報告セグメントに含まれない旅行業等の事業であります。 

  

次期の見通しにつきましては、売上高6,120百万円、営業利益230百万円、経常利益90百万円、当期純利益85百万

円でございます。 

  営業成績の見通しの内訳は次のとおりでございます。 

  ホテル事業が、売上高5,330百万円、売上総利益4,730百万円でございます。不動産事業が、売上高790百万円、売

上総利益115百万円でございます。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析
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 ①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の当社グループの総資産は9,468百万円となりました。これは、前連結会計年度末より8,516百

万円の減少であります。主な要因は、有利子負債圧縮を目的とした固定資産の売却などによる投資不動産2,797百万

円、土地2,357百万円と建物及び構築物2,627百万円の、いずれも減少によるものであります。 

負債合計は9,403百万円となりました。これは、前連結会計年度末より5,753百万円の減少であります。主な要因

は、有利子負債圧縮を目的とした借入金返済による短期借入金3,220百万円、長期借入金及び１年内返済予定の長期

借入金2,479百万円の、いずれも減少によるものであります。 

純資産合計は65百万円となりました。これは、前連結会計年度末より2,763百万円の減少であります。主な要因

は、第三者割当増資による資本金と資本剰余金の合計526百万円の増加と、利益剰余金3,270百万円の減少によるも

のであります 

 ②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ390百万円減少し、当連結会計年度末には127百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金は、704百万円（前年同期は100百万円のプラス）のマイナスとなり

ました。その主な要因は、売上債権の増減額による412百万円及び利息の支払424百万円の減少などによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金は、2,238百万円（前年同期は80百万円のプラス）のプラスとなりま

した。その主な要因は、投資不動産の売却による収入2,426百万円の増加、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売

却による支出254百万円の減少との差額などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金は、1,924百万円（前年同期は74百万円のマイナス）のマイナスとな

りました。その主な要因は、短期借入金及び長期借入金の返済による支出による3,236百万円の減少と新株式の発行

による収入526百万円の増加との差額などによるものであります。 

当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりであります。 

 
自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 

(注) １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。 

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しています。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としています。また利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しています。 

４．平成25年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオにつ

きましては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載を省略しています。 

  

当社グループは、株主の皆様に対する利益配分を最重要課題とし、未処理損失の解消を最優先事項とし、収益構

造の再構築のためのビジネスモデルの転換を図っております。その具体策として、都市型ビジネスホテル『ベスト

ウェスタンホテル』と復興支援従事者向け中長期滞在型宿泊施設『バリュー・ザ・ホテル』の展開と充実を図り、

ホテル運営を事業の中核とするべく収益の改善に努めております。しかしながら次期におきましても、未処理損失

の解消には至らない見通しとなっております。 

このため当期及び次期の配当につきましては無配とさせて頂きます。株主の皆様には誠に遺憾なことと深くお詫

び申し上げます。 

  

（２）財政状態に関する分析

平成24年3月期 平成25年3月期

自己資本比率（％） 15.7 0.5

時価ベースの自己資本比率（％） 14.9 32.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 133.4 -

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 0.4 -

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出

会社の経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重要事象等」という。）には、「継続的な営業損失の発生」「重要な

営業損失、経常損失、当期純損失の計上」が存在いたします。営業損失は前連結会計年度まで４期連続の計上とな

り、当連結会計年度においても646百万円計上しております。また、当連結会計年度において、経常損失は1,314百万

円、当期純損失は3,315百万円計上しております。これらの要因により、「借入金の返済条項の履行の困難性」も存在

いたしております。当該重要事象等についての対応策は以下のとおりであります。 

ホテル事業においては、都市型ビジネスホテル『ベストウェスタンホテル』と復興支援従事者向け中長期滞在型宿

泊施設『バリュー・ザ・ホテル』の展開と充実を図り、ホテル運営を事業の中核とするべく収益の改善に努めてまい

ります。同時に、ブランドを越えた管理方法や仕入れの一元化によるコスト削減と、営業支援体制の一元化による販

売力の強化を進めてまいります。 

不動産事業においては、保有不動産の稼働率の向上に注力しつつ、返済計画の長期化への努力をしてまいります。

同時に、保有不動産の管理及び維持コストの圧縮と事業計画の目途の立たない更地の処分を進めてまいります。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループは、当社（価値開発株式会社）及び子会社10社で構成され、不動産事業、ホテル事業を主な内容とす

る事業活動を展開しております。 

(1) 不動産事業 
当社グループが賃貸事業、売買事業、また、将来の賃貸・売買・流動化を目的とした開発事業を行っておりま

す。 

 (2) ホテル事業 

 
事業の系統図は次のとおりであります。 

 

２．企業集団の状況

① 不動産賃貸事業    … 事務所用ビル、マンション等の賃貸・運営を行っております。
② 不動産売買事業    … 事務所用ビル、マンション等の売買を行っております。
③ 不動産開発事業    … 不動産開発に伴う情報収集、調査、企画分析・建築等を行っております。
④ 不動産流動化事業  … 将来の証券化を目的として信託受益権を保有するSPCに対して、匿名組合出資

を行っております。
⑤ 不動産管理事業    … 事務所用ビルやホテルの不動産価値を高める運営管理事業を受託しておりま

す。

① マネジメント事業  … オーナー所有のホテルを一括借上し運営を行っております。
② コンサルタント事業… 開業指導や既存案件の改善を行っております。
③ オペレーション事業… ホテルの運営を受託し運営を行っております。
④ フランチャイズ事業… ベストウェスタンホテルのフランチャイズ加盟業務を行っております。
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当社グループは、「ホテル運営」「不動産賃貸」を事業のメインとした「価値創造企業」としての責務を果たす

ことを経営理念としています。 

この理念のもとに、株主様をはじめとするステークホルダーの皆様の期待にお応えするために、速やかに業容の

拡大を図り、健全な財務体質の維持・向上に努め、経済情勢の変化に強い企業体質を獲得し、もって配当性向の高

い企業として基盤を整備することを、当面の経営の基本方針としております。 

当社グループは、平成27年３月期に連結ROEを10％以上とする、新事業計画を策定してまいります。 

ホテル運営事業と不動産賃貸事業による安定収入を基礎とした、堅実な営業利益体質を獲得し、企業再生の実現

を平成27年３月期までに完成させることが、中長期的に最も重要な経営戦略と考えております。 

①当社グループの現状の認識について 

当社グループは５期連続の当期純損失を計上し、継続企業の前提に関する注記の記載をせざるを得ない経営状

態が続いております。結果として純資産も縮小し、財務面の早急な改善を図らねばならない厳しい現状にあると

認識しております。 

これまで当社グループは、資産保有型で不動産販売の依存度の高い経営から、ホテルマネジメントを柱とする

フィービジネスへの転換を円滑かつ迅速に進めることを、経営の最重要課題として取り組んでまいりました。そ

の結果、ホテル運営と不動産賃貸を収益の柱とする経営基盤が獲得できたと認識しております。 

有利子負債の圧縮は損失の痛みを伴うものでしたが、これを積極的に進めた結果、資産価値と借入のバランス

は適正な水準に落ち着いてきたと認識しております。また、外的要因として金融機関の借入環境は好転してきた

と認識しております。 

②当面の対処すべき課題の内容 

ホテル事業と不動産事業の収益性を高め、継続企業の前提に関する注記の解消をすることが、経営全体の当面

の課題であります。 

ホテル事業においては、事業の中核にふさわしい、サービスの維持と収益性の向上を図ることが当面の課題で

あります。 

不動産事業においては、賃貸事業に専業化しその収益性を高めることで、リファイナンスによる借入の長期化

を図ることが当面の課題であります。 

これらをとおして、安定収入を基礎とした堅実な営業利益体質を獲得し、企業再生を実現することが、当社グ

ループの当面の最重要課題であります。 

③対処方針 

ホテル事業においては、都市型ビジネスホテル『ベストウェスタンホテル』と復興支援従事者向け中長期滞在

型宿泊施設『バリュー・ザ・ホテル』の展開と充実を図り、ホテル運営を事業の中核とするべく収益の改善に努

めてまいります。同時に、ブランドを越えた管理方法や仕入れの一元化によるコスト削減と、営業支援体制の一

元化による販売力の強化を進めてまいります。 

不動産事業においては、保有不動産の稼働率の向上に注力しつつ、返済計画の長期化への努力をしてまいりま

す。同時に、保有不動産の管理及び維持コストの圧縮と事業計画の目途の立たない更地の処分を進めてまいりま

す。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 675,164 142,497

受取手形及び売掛金 275,326 589,404

有価証券 279 279

商品 13,712 －

原材料及び貯蔵品 17,701 12,713

前渡金 256,413 20,460

短期貸付金 － 140,000

その他 339,054 122,335

貸倒引当金 △24,565 △468,339

流動資産合計 1,553,084 559,350

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,068,550 908,070

減価償却累計額 △849,962 △316,614

建物及び構築物（純額） 3,218,588 591,456

機械装置及び運搬具 23,757 12,156

減価償却累計額 △2,609 △2,436

機械装置及び運搬具（純額） 21,147 9,720

工具、器具及び備品 354,423 43,968

減価償却累計額 △245,403 △12,591

工具、器具及び備品（純額） 109,020 31,376

土地 3,894,144 1,537,447

リース資産 259,246 591,062

減価償却累計額 △160,744 △211,262

リース資産（純額） 98,502 379,800

建設仮勘定 109,856 13,045

有形固定資産合計 7,451,259 2,562,844

無形固定資産   

のれん 44,766 44,277

ソフトウエア 20,706 24,080

その他 5,972 5,071

無形固定資産合計 71,445 73,427

投資その他の資産   

投資有価証券 34,914 235,598

長期貸付金 5,552 －

長期前払費用 246,000 221,884

投資不動産 8,919,175 3,753,794

減価償却累計額 △699,024 △368,767

投資不動産（純額） 8,220,150 3,385,026

不動産信託受益権 50,100 2,087,886

その他 362,580 373,696
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

貸倒引当金 △11,250 △31,889

投資その他の資産合計 8,908,046 6,272,201

固定資産合計 16,430,750 8,908,472

資産合計 17,983,834 9,467,822

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 81,406 96,458

短期借入金 7,002,701 3,782,874

1年内返済予定の長期借入金 2,714,094 2,931,446

リース債務 36,827 63,688

未払費用 291,321 107,440

未払法人税等 17,400 21,078

賞与引当金 6,000 －

その他 610,486 685,563

流動負債合計 10,760,236 7,688,547

固定負債   

長期借入金 3,541,995 845,846

リース債務 62,091 317,795

繰延税金負債 127,692 35,755

再評価に係る繰延税金負債 44,140 19,387

預り敷金・保証金 309,429 266,279

退職給付引当金 11,575 12,966

役員退職慰労引当金 169,270 －

その他 130,088 216,568

固定負債合計 4,396,280 1,714,596

負債合計 15,156,516 9,403,143

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,877,619 6,140,578

資本剰余金 4,219,007 4,481,966

利益剰余金 △7,341,151 △10,611,403

自己株式 △2,962 △2,972

株主資本合計 2,752,513 8,168

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10 28

土地再評価差額金 79,710 35,010

為替換算調整勘定 △6,316 －

その他の包括利益累計額合計 73,404 35,038

新株予約権 1,400 21,473

純資産合計 2,827,317 64,679

負債純資産合計 17,983,834 9,467,822
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 5,890,384 4,879,465

売上原価 1,282,314 1,783,455

売上総利益 4,608,070 3,096,011

販売費及び一般管理費 4,861,683 3,741,536

営業損失（△） △253,613 △645,526

営業外収益   

受取利息 29,087 29,455

受取配当金 75 16

負ののれん償却額 12,407 12,265

投資事業組合運用益 － 77,501

預り敷金保証金償却益 23,335 5,834

その他 12,843 17,534

営業外収益合計 77,748 142,604

営業外費用   

支払利息 371,303 293,433

投資事業組合運用損 223,997 －

貸倒引当金繰入額 － 464,413

その他 15,608 52,860

営業外費用合計 610,908 810,706

経常損失（△） △786,772 △1,313,628

特別利益   

固定資産売却益 － 8

賞与引当金戻入額 14,432 －

負ののれん発生益 41,369 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 169,270

債権譲渡益 － 45,627

特別利益合計 55,801 214,905

特別損失   

固定資産売却損 34,371 1,990,068

固定資産除却損 4,265 254

投資有価証券評価損 449,091 135

関係会社株式売却損 － 124,292

減損損失 220,331 106,311

その他 56 －

特別損失合計 708,115 2,221,059

税金等調整前当期純損失（△） △1,439,087 △3,319,782

法人税、住民税及び事業税 △7,911 14,425

法人税等調整額 11,710 △19,255

法人税等合計 3,799 △4,830

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,442,885 △3,314,952

当期純損失（△） △1,442,885 △3,314,952
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   【連結包括利益計算書】 
（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,442,885 △3,314,952

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 18

土地再評価差額金 6,254 －

為替換算調整勘定 △1,634 6,316

その他の包括利益合計 4,621 6,334

包括利益 △1,438,265 △3,308,618

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △1,438,265 △3,308,618

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,857,769 5,877,619

当期変動額   

新株の発行 19,850 262,959

当期変動額合計 19,850 262,959

当期末残高 5,877,619 6,140,578

資本剰余金   

当期首残高 4,199,157 4,219,007

当期変動額   

新株の発行 19,850 262,959

当期変動額合計 19,850 262,959

当期末残高 4,219,007 4,481,966

利益剰余金   

当期首残高 △5,938,835 △7,341,151

当期変動額   

連結範囲の変動 40,570 －

当期純損失（△） △1,442,885 △3,314,952

土地再評価差額金の取崩 － 44,700

当期変動額合計 △1,402,316 △3,270,252

当期末残高 △7,341,151 △10,611,403

自己株式   

当期首残高 △2,962 △2,962

当期変動額   

自己株式の取得 － △10

当期変動額合計 － △10

当期末残高 △2,962 △2,972

株主資本合計   

当期首残高 4,115,129 2,752,513

当期変動額   

新株の発行 39,700 525,917

連結範囲の変動 40,570 －

当期純損失（△） △1,442,885 △3,314,952

自己株式の取得 － △10

土地再評価差額金の取崩 － 44,700

当期変動額合計 △1,362,616 △2,744,345

当期末残高 2,752,513 8,168
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 10 10

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 18

当期変動額合計 0 18

当期末残高 10 28

土地再評価差額金   

当期首残高 73,456 79,710

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 － △44,700

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,254 －

当期変動額合計 6,254 △44,700

当期末残高 79,710 35,010

為替換算調整勘定   

当期首残高 △4,682 △6,316

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,634 6,316

当期変動額合計 △1,634 6,316

当期末残高 △6,316 －

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 68,783 73,404

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 － △44,700

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,621 6,334

当期変動額合計 4,621 △38,366

当期末残高 73,404 35,038

新株予約権   

当期首残高 6,766 1,400

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,366 20,073

当期変動額合計 △5,366 20,073

当期末残高 1,400 21,473

純資産合計   

当期首残高 4,190,678 2,827,317

当期変動額   

新株の発行 39,700 525,917

連結範囲の変動 40,570 －

当期純損失（△） △1,442,885 △3,314,952

自己株式の取得 － △10

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △745 26,407

当期変動額合計 △1,363,361 △2,762,639

当期末残高 2,827,317 64,679
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,439,087 △3,319,782

減価償却費 404,449 300,962

のれん償却額 20,000 12,754

負ののれん償却額 △12,407 △12,265

負ののれん発生益 △41,369 －

減損損失 220,331 106,311

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,317 464,413

賞与引当金の増減額（△は減少） △19,496 △6,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,393 1,391

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 34,858 △169,270

受取利息及び受取配当金 △29,163 △29,471

支払利息 371,303 293,433

投資有価証券評価損益（△は益） 449,091 135

投資事業組合運用損益（△は益） 223,997 △77,501

関係会社株式売却損益（△は益） － 124,292

固定資産除売却損益（△は益） 38,636 1,990,314

売上債権の増減額（△は増加） 55,892 △411,795

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,301 7,651

前渡金の増減額（△は増加） △96,278 95,953

前払費用の増減額（△は増加） △6,064 △26,102

仕入債務の増減額（△は減少） △32,549 96,030

未払法人税等の増減額（△は減少） 26,812 22,122

前受金の増減額（△は減少） 256,905 7,811

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △9,476 △25,199

その他 2,014 293,854

小計 399,175 △259,959

利息及び配当金の受取額 463 771

利息の支払額 △272,012 △424,322

法人税等の支払額 △27,817 △20,859

営業活動によるキャッシュ・フロー 99,808 △704,369

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △126,834 △60,950

定期預金の払戻による収入 148,613 65,000

有形固定資産の取得による支出 △85,021 △58,366

有形固定資産の売却による収入 58,642 60,000

無形固定資産の取得による支出 △14,153 △17,238

投資不動産の売却による収入 － 2,426,327

投資有価証券の取得による支出 △5,000 △125,000

投資有価証券の売却による収入 10 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

100,115 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ △254,315

敷金及び保証金の差入による支出 △59,282 △93,881

その他 62,558 296,543

投資活動によるキャッシュ・フロー 79,649 2,238,119
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 47,893 635,000

短期借入金の返済による支出 △135,517 △1,267,130

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 △26,049 △1,968,495

新株予約権の行使による株式の発行による収入 39,200 －

株式の発行による収入 － 525,917

その他 － △49,262

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,473 △1,923,969

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 104,994 △390,219

現金及び現金同等物の期首残高 411,533 517,161

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

634 －

現金及び現金同等物の期末残高 517,161 126,941
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当社グループは、前連結会計年度まで継続的に営業損失を計上しており、当連結会計年度においても645,526

千円の営業損失を計上し、「継続的な営業損失の発生」「重要な営業損失、経常損失、当期純損失の計上」が存

在しております。また、手許資金（現金及び預金）も前連結会計年度末675,164千円から当連結会計年度末

142,497千円と大きく減少し、「借入金の返済条項の履行の困難性」も存在しております。当該状況により継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を講じます。 

ホテル事業においては、都市型ビジネスホテル『ベストウェスタンホテル』と復興支援従事者向け中長期滞在

型宿泊施設『バリュー・ザ・ホテル』の展開と充実を図り、ホテル運営を事業の中核とするべく収益の改善に努

めてまいります。同時に、ブランドを越えた管理方法や仕入れの一元化によるコスト削減と、営業支援体制の一

元化による販売力の強化を進めてまいります。 

不動産事業においては、保有不動産の稼働率の向上に注力しつつ、返済計画の長期化への努力をしてまいりま

す。同時に、事業計画の目途の立たない更地や収益性の低い物件の処分を進めてまいります。 

しかしながら、このような取り組みは実施途上であるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を連結財務諸表には反映しておりません。 

  

(連結貸借対照表） 

  前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「不動産信託受益権」は、資産の

総額の100分の５を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

  この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示されていた

412,680千円は、「不動産信託受益権」50,100千円、「その他」362,580千円として組み替えております。 

  

(減価償却方法の変更） 

  当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

  これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれ

ぞれ237千円減少しております。 

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(表示方法の変更)

(会計方針の変更)
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Ⅰ  前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会及び経営戦略会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。 

当社は、当社及び子会社の構成単位に分離された財務諸表に基づき、分離された事業サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社は、「不動産事業」及び「ホテル事

業」を報告セグメントとしております。 

「不動産事業」は、不動産の賃貸、売買、開発業務を行っております。「ホテル事業」は、ホテルマネジメ

ント、コンサルタント、オペレ－ション、フランチャイズ業務を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業等を含んでおります。 

２．調整額は、以下のとおりであります。 

・売上高は、セグメント間取引消去額であります。 

・セグメント利益又は損失は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の一般管理費でありま

す。 

・セグメント資産は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の全社資産であり、主なものは、

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

・減価償却費は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の減価償却費であります。

・固定資産の増加額は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の設備投資額であり

ます。 

３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額 
（注）２

連結財務諸表
計上額不動産事業 ホテル事業 計

売上高

  外部顧客への売上 
  高

1,173,654 4,710,779 5,884,433 5,951 5,890,384 － 5,890,384

  セグメント間の内 
  部売上高又は振替 
  高

448,920 － 448,920 － 448,920 △448,920 －

計 1,622,574 4,710,779 6,333,353 5,951 6,339,304 △448,920 5,890,384

セグメント利益 
又は損失（△）

526,008 △249,784 276,224 △31,459 244,765 △498,377 △253,613

セグメント資産 16,252,016 1,340,514 17,592,530 7,426 17,599,956 383,878 17,983,834

その他の項目

  減価償却費 352,207 46,522 398,729 193 398,922 6,863 405,784

  有形固定資産及び無 
  形固定資産の増加額

32,353 64,676 97,029 488 97,517 1,656 99,173
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Ⅱ  当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会及び経営戦略会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。 

当社は、当社及び子会社の構成単位に分離された財務諸表に基づき、分離された事業サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社は、「不動産事業」及び「ホテル事

業」を報告セグメントとしております。 

「不動産事業」は、不動産の賃貸、売買、開発業務を行っております。「ホテル事業」は、ホテルマネジメ

ント、コンサルタント、オペレ－ション、フランチャイズ業務を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業等を含んでおります。 

２．調整額は、以下のとおりであります。 

・売上高は、セグメント間取引消去額であります。 

・セグメント利益又は損失は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の一般管理費でありま

す。 

・セグメント資産は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の全社資産であり、主なものは、

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

・減価償却費は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の減価償却費であります。

・固定資産の増加額は、報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部門の設備投資額であり

ます。 

３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額 
（注）２

連結財務諸表
計上額不動産事業 ホテル事業 計

売上高

  外部顧客への売上 
  高

1,227,291 3,637,440 4,864,731 14,734 4,879,465 － 4,879,465

  セグメント間の内 
  部売上高又は振替 
  高

342,783 － 342,783 － 342,783 △342,783 －

計 1,570,074 3,637,440 5,207,514 14,734 5,222,248 △342,783 4,879,465

セグメント利益 
又は損失（△）

3,677 △178,534 △174,857 △22,818 △197,675 △447,850 △645,526

セグメント資産 7,888,722 1,365,832 9,254,554 10 9,254,564 213,257 9,467,822

その他の項目

  減価償却費 213,237 67,472 280,709 269 280,978 6,283 287,261

  有形固定資産及び無 
  形固定資産の増加額

50,061 360,114 410,175 － 410,175 3,482 413,657
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(注)  １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

   該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 32円 67銭 １株当たり純資産額 0円 41銭

１株当たり当期純損失金額 16円 92銭 １株当たり当期純損失金額 31円 55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

  当期純損失（千円） 1,442,885 3,314,952

  普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

  普通株式に係る当期純損失（千円） 1,442,885 3,314,952

  期中平均株式数（株） 85,299,224 105,081,378

  希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

平成17年６月29日定時株主総会

決議新株予約権1,138個及び平成

22年５月21日取締役会決議新株予

約権14個。

平成17年６月29日定時株主総会

決議新株予約権1,138個及び平成

24年８月28日取締役会決議新株予

約権2,045個。

(重要な後発事象)
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